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犯罪 収益 移転 防止 法 に 関す る 留意 事項 に つい て 





本 文書 は 、「 犯 罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 法律 」 (以下 「 法 」 と いう 。) 第 2 
条 第 2 項 第 1 号 か ら 第 36 号 まで に 掲げ る 特定 事業 者 の うち 金融 庁 所 管 事 業者 (以下 ! 金 
融 機 関 等 」 と いう 。) が 法 第 4 条 に 規定 する 確認 義務 、 法 第 8 条 に 規定 する 疑わ し い 
取引 の 届出 義務 等 を 履行 する に 当たり 、 留 意 すべ き 事 項 を ボ し た も の で ある 。 

な お 、 個 別 の 事情 に 応じ て 、 法 令 等 の 範囲 内 に お いて これ と 異な る 取扱 いと する こ 
と を 妨げ る も の で は な い 。 





















































1 取引 を 行う 目的 の 類型 

以下 は 、 金 融 機関 等 が 法 第 4 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規定 に より 、「 犯 罪 に よる 収 
な の 移転 防止 に 関す る 法律 施行 令 」 第 7 条 第 1 項 第 1 号 イ 又は ツ に 掲げ る 取引 に 際 
し て 「 取 引 を 行う 目的 」 を 確認 する に 当たり 、 参 考 と すべ き 類 型 を 例示 し た も の で 
ある (複数 選択 可 ) 。 

な お 、 こ れ ら の 類型 は 例 ホ で ある た め 、 衝 金融 機関 等 に お いて 、 こ れ ら の 類型 を 
参考 と し つつ 、 特 定 取引 の 内 容 や 個別 の 業務 ・ 取 引 実 態 等 に 応じ 、 異 な る 類型 に よ 
り 確認 する こと と し て も 差し 支え な い 。 

(1) 預貯金 契約 の 締結 
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法人 人 格 の な い 社 団 又 は 財団 














生計 費 決済 事業 費 決済 
事業 費 決済 貯蓄 資産 運用 
給与 受取 年 金 受取 融资 





























貯 若 資産 運用 外 国 物 管 取 引 
外国 為替 取引 
その 他 ( 

































































(2) 大 口 現金 取引 (為替 取引 ) 





法人 人 格 の な い 社 団 又 は 財団 








商品 ・ サ ービス 代金 商品 ・ サ ービス 代金 
投資 貸付 借入 返済 投資 貸付 借入 返済 
生活 費 その 他 ( ) 
その 他 ( 



















































































2 職業 及び 事業 の 内 容 の 類型 
以下 は 、 金 融 機関 等 が 法 第 4 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規定 に より 「 職 業 」 又 は 「 事 
業 の 内 容 」 を 確認 する に 当たり 、 参 考 と すべ き 類 型 を 例示 し た も の で ある (複数 選 
択 可 ) 。 
な お 、 こ れ ら の 類型 は 例 ボ で ある た め 、 各 金融 機関 等 に お いて 、 こ れ ら の 類型 を 
参考 と し つつ 、 個 別 の 業務 ・ 取 引 実 態 等 に 応じ 、 異 な る 類型 に より 確認 する こと と 
し て も ゃ 差し 支え な い 、。 


























会 社 役員 団体 役員 農業 ノ 林 業 プ 漁業 
会 社員 団体 職員 製造 業 

公務 員 建設 3 

個人 事業 主 自 営業 情報 通信 業 

パー ト プ ア テル バイ トン 派遣 社員 運輸 業 

契約 社員 外 売 ノ 小売 業 
主婦 ノブ 主夫 金融 業 ノ 保険 業 
学生 不動 産業 

退職 され た 方 無職 の 方 サー ビス 業 

その 他 ( ) その 他 ( 





















































































































































3 取引 時 確認 、 取 引 記録 等 の 保存 、 疑 わし い 取 引 の 届出 等 を 的 確 に 行う た め の 措 置 
以下 は 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 (以下 「 マ ネー・ ロ ー ン ダリ 
ング 等 」 と いう 。) へ の 対策 に 関す る 国際 的 な 要請 を 踏ま え 、 我 が 国 の 金融 機関 等 
に よる マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 へ の 対策 を より 確実 な も の と すべ く 、 法 第 1 1 条 
に 規定 する 「 体 制 の 整備 」 に 関連 し て 、 取 引 時 確認 、 取 引 記録 等 の 保存 、 疑 わし い 
取引 の 届出 等 を 的 確 に 行う た め に 考え られ る 措置 を 例示 し た も の で ある 。 
な お 、 こ れ ら の 措置 は 例 ボ で ある た め 、 各 金融 機関 等 に お いて 、 こ れ ら の 措置 を 
参考 と し つつ 、 個 別 の 業務 ・ 取 引 実態 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 等 に 利用 され る お 
それ の 程度 等 に 応じ し 、 よ り 適 切な 措置 を 講ず る こと と し て も 差し 支え な い 。 
(1) 取引 時 確認 の 完了 前 に 顧客 等 と 行う 取引 に 関す る 措置 
取引 時 確認 の 完了 前 に 顧客 等 と 行う 取引 に つい て は 、 取 引 時 確認 が 完了 する ま 
で の 間 に 当 該 取 引 が マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 に 利用 され る お それ が ある こと を 
踏ま え 、 例 えば 、 取 引 の 全部 又は 一 部 に 対 し 通常 の 取引 以上 の 制限 を 課 し た り 、 
顧客 等 に 関す る 情報 を 記録 し た りす る な ど し て 、 十 分 に 注意 を 払う こと 。 
(2) 特定 取引 に 当たら な い 取 引 に 関す る 措置 
特定 取引 に 当たら な い 取 引 に つい て も 、 例 えば 敷居 値 を 若干 下回る な どの 取引 
は 、 当 該 取 引 が マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 に 利用 され る お それ が ある こと を 踏ま 



















































































































































































え 、 十 分 に 注意 を 払う こと 。 
(3) 、 非 対面 取引 に 関す る 措置 
非 対 面 取 引 に つい て は 、 当 該 取引 の 顧客 等 が な りす まし ・ 偽 り 等 を 行っ て いる 
お それ が ある こと を 踏ま え 、 例 えば 、 も う 一 種類 の 本 人 確認 書類 や 本 人 確認 書類 
以外 の 書類 等 を 確認 する こと で 、 顧 客 等 と 取引 の 相手 方 の 同一 性 判断 に 慎重 を 期 
する な ど し て 、 十 分 に 注意 を 払う こと 。 
(4) 対面 取引 に 関す る 措置 
対面 取引 に つい て も 、 例 えば 取引 時 確認 に 写真 が 貼付 され て いな い 本 人 確認 書 
類 を 用 いて 行う な どの 取引 は 、 当 該 取引 の 顧客 等 が な りす まし ・ 偽 り 等 を 行っ て 
いる お それ が ある こと を 踏ま え 、 十 分 に 注意 を 払う こと 。 
(5) 顧客 等 の 継続 的 な モニ タリ ング 
上 記 の ほか 、 既 に 確認 し た 取引 時 確認 事項 に つい て 、 顧 客 等 が これ を 偽っ て い 
る (例え ば 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 等 目的 の 取引 で ある に も か か わら ず 、 本 来 
の 目的 を 秘 し て 別 の 取引 目的 を 申告 する こと は 、 取引 目的 の 偽り に 該当 し 得る 。) 
な どの 疑い が ある か どう か を 的 確 に 判断 する た め 、 当 該 顧 客 等 に つい て 、 最 新 の 
内 容 に 保 た れ た 取引 時 確認 事項 を 活用 し 、 取 引 の 状況 を 的 確 に 把握 する な ど し て 、 
十分 に 注意 を 払う こと 。 




















































































































平成 24 年 10 月 25 日 制定 
平成 25 年 4 月 1 日 適用 








令 和 3 年 2 月 19 日 改正 ・ 
令 和 3 年 11 月 22 日 改正 ・ 


